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１．本分析の趣旨  

○ 業務用冷凍空調機器の廃棄時冷媒回収率については、地球温暖化対策推進

法に基づく地球温暖化対策計画（平成 28年 5月閣議決定）において、2020

年に 50％、2030年に 70%を目標としているが、直近（平成 27年度）の回収

率は 38%となっており、その向上が課題となっている。 

○ また、中央環境審議会フロン類等対策小委員会における議論では、使用時

（中流）及び廃棄時（下流）のフォローアップには、上流から下流までの

フロン類の実量ベースのマテリアルフローを精緻化し、対策につながる解

析を行っていくことが必要との指摘がなされている。 

○ 以上を踏まえつつ、中下流部分のフォローアップの実施にあたり、冷媒フロ

ン類排出の現状とその抑制に向けた課題を把握する一助として、フロン排出

抑制法に基づく各種報告値、政府温室効果ガスインベントリ報告値及びその

もととなっている各種算出値をベースとして、冷媒排出の要因分析を試みた。 

 

※ なお、以下の分析では、フロン排出抑制法における第１種特定製品全体に係る報告

値・算出値から、自動販売機に係るデータを除いたデータを用いている。自動販売

機は１台当りの冷媒量が小さく（約 220g）、既にほぼ全機器で廃棄時冷媒回収が実施

されており、また使用時漏えい量は極めて少ない。このため、業務用冷凍空調機器

から自動販売機に係るデータを除いて分析することで、廃棄時冷媒回収率の向上や

使用時排出の抑制に向けた課題を洗い出しやすくなると考えられる。 

なお、自動販売機に係るデータは、インベントリ推計に用いた値を用いている。

平成 27年度の廃棄台数は 27万台、総排出量は 15トン。 

 

２．機器廃棄時の冷媒回収に係る要因分析  

（１）冷媒回収率及び回収実施台数率の変化 

○ 平成 27年度の業務用冷凍空調機器に係る冷媒量ベースでの回収率（冷媒回
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４．今後の課題 

 

本資料では、データ面から廃棄時冷媒回収率の向上に向けた要因分析を試み

た。この結果、冷媒回収率と回収実施台数率が異なる推移を示していることや、

冷媒種により１台あたり平均回収量が大きく異なる等、今後の対策検討にあた

り示唆が得られる可能性のある、特徴的なデータが見られた。 

一方で、現有データでの分析には限界があることから、今後、実効性ある回

収率向上策の検討を進める上では、例えば機種別での実態把握など、追加的な

データ収集やヒアリング等を通じて要因分析をさらに詳細化していくことが

必要ではないか。 
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（参考１） 

 

冷媒回収率及び回収実施台数率の算出方法 

 

１．冷媒回収率 

冷媒回収率は、フロン排出抑制法に基づき毎年度報告される回収量の実績

値を分子、政府温室効果ガスインベントリのもととなっている毎年度の残存

冷媒量の算出値を分母として算出。 

分母については、冷媒の初期充塡量に、使用時の冷媒排出係数及び冷媒の

充塡サイクル（初期充塡量から一定量の漏えいが生じた時点で充塡が行われ

るものと仮定。（図８）にイメージを示す。）をあてはめて、廃棄時に各機器

に残存している冷媒量を算出し、これに後述の廃棄機器台数を乗じて、全機

器を合計することにより算出している。 

 

 

２．回収実施台数率 

回収実施台数率は、フロン排出抑制法に基づき毎年度報告される回収台数

の実績値を分子、政府温室効果ガスインベントリのもととなっている毎年度

の廃棄機器台数の算出値を分母として算出。 

分母については、年度別の機器出荷台数に、経年別廃棄台数割合（平成 21

年度調査等に基づく廃棄曲線（図９））をあてはめて計算した上で、景気変動

等による当該年度の機器置き換え傾向の強さを加味し、当該年度に廃棄され

る機器台数を算出している。 
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○ 今後、実効性のある機器稼働時排出の抑制策の検討を行っていく上では、冷

媒排出が生じた場所（機器、配管、接続部、等）及び原因（初期不良、施工

不良、管理不良、経年劣化、等）やフロン排出抑制法に基づく点検の実施状

況なども含め、追加的なデータ収集やヒアリング等を通じ、更なる実態把握

を進めていくことが必要ではないか。 

 

 

                                                                                                                                                                           
媒補充量の報告値が増加する可能性があること、などが考えられる。 


